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平成２９年度 総合計画進行管理対象主要事業の進捗状況について 

（１０月末現在） 

 
Ⅰ 市民の安全で健康な笑顔あふれる暮らしを支えるために 

No 

項   目 

○進行管理対象内容 

（所管課） 

●平成２９年度の主な事業内容 

⇒平成２９年度事業内容の達成のための取組（１０月末現在） 

１ 

健康づくりの推進 

●健康ポイント事業の

構築 

●地域・職域連携による

健康づくりの推進 

 

（健康増進課） 

 

 

●健康ポイント事業の構築 

◆平成３０年度の本格実施に向けた魅力的かつ効果的なポイント制度の構築 

◆地域団体等と連携した市民の積極的な参加促進 

◆企業・関係団体の参画促進など円滑な事業実施に向けた環境づくり 

⇒実証事業の実施など，市民の積極的な参加を図る制度の検討 

６月～ ポイント管理システムの開発 

１０月～ テスト版アプリによる実証事業の実施【３ヵ月間実施モニター調査員４００人】 

●地域・職域連携による健康づくりの推進 

◆職場で健康づくりに取り組むための機運醸成 

⇒事業所における健康づくりを促進する取組の実施 

５月   事業所への健康づくりに関するアンケート調査の実施 

６月～  事業所に対する健康情報の提供(熱中症予防など，禁煙に関することについて) 

７月 ・清原工業団地労働安全衛生大会での講話（働く世代の生活習慣病予防について） 

・第１回地域・職域連携推進協議会の開催 

 ９月  宇都宮地区労働衛生大会での講話（事業所の利用できるサービスについて） 

１０月～  健康運動指導士を職場に派遣した運動教室の開始（１０月：２事業所） 

２ 

地域包括ケアシステムの

構築 

●地域包括ケアシステ

ムの推進 

●高齢者の日常生活支

援の充実 

●社会福祉施設等の整

備促進 

 

（高齢福祉課） 

（保健福祉総務課） 

 

●地域包括ケアシステムの推進 

◆「２４時間３６５日在宅医療提供体制」の検討 

⇒「在宅主治医・在宅代診医制」及び「後方支援体制」に係る検討 

５月～ 市医師会と意見交換 

 

◆在宅療養に関する市民の理解促進 

⇒広報紙への特集記事掲載及び出前講座・市民公開講座の実施 

４月～ 出前講座の実施（４～１０月：１３か所） 

１０月  市民公開講座の実施（２０８人参加） 

 

◆在宅医療・介護連携を支援する従事者向け相談窓口の設置 

⇒相談窓口の設置に向けた検討・調整 

６月～ 宇都宮市地域療養支援体制検討会議（連携体制構築検討部会）において協議 

 

◆生活支援体制の整備 

⇒協議体及び生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの設置 

７月 ・地域包括支援センター運営協議会（地域の課題解決策の検討等を行う「協議体」及び支

援ニーズと活動のマッチング等を担う「生活支援コーディネーターの設置」について） 

・清原地区において，第２層協議体を設置 

●高齢者の日常生活支援の充実 

◆介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）のサービス提供体制の確保 

⇒総合事業の市民周知，サービスＡ・Ｂの実施主体の開拓 

４月  総合事業の開始 

※介護予防・生活支援に係るサービスＡ事業者の指定（４～１０月：１３者） 

４月～ 総合事業への参加促進に向けた出前講座の実施（４～１０月：５１か所） 

９月～ 介護予防・生活支援サービス提供者養成研修の実施（９～１０月：２５人参加） 

平成２９年１１月２７日 

総合政策部 政策審議室 



2 

◆認知症高齢者対策の充実 

⇒認知症初期集中支援チームの設置に向けた検討，認知症に係る市民啓発，従事者研修の実施 

７月  認知症初期集中支援チーム検討部会において支援チームの具体的な進め方について合意  

８月～ 医療・介護従事者を対象とした認知症ケアネットワーク研修の実施（全５地区） 

９月  「認知症の人と家族の会」との共催による認知症月間事業の実施 

・認知症サポーター養成講座（２３０人参加） 

    ・世界アルツハイマーデー記念講演会（２２５人参加） 

    ・医療・介護従事者合同研修会（１６７人参加）  

・商業施設等における街頭啓発や相談会の実施（１０か所） 

   ・中央図書館との連携によるパネル展の実施 

●社会福祉施設等の整備促進 

◆高齢者施設の着実な整備 

⇒広域型特別養護老人ホーム（１００床）の整備 

５月  工事着工 

⇒地域密着型サービス事業の整備 

４月  地域密着型サービス事業公募（応募なし） 

７月  公募条件の再整理（募集期間，工期の延伸） 

８月  再公募（募集要項公表・配布～１１/１５） 

募集事業名 施設数 

地域密着型特別養護老人ホーム １施設(29 床) 

小規模多機能型居宅介護 ２事業所 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ２事業所 
 

３ 

安心して子どもを産み育

てられる環境の充実 

●産後ケアの充実 

●子ども・子育て支援の

着実な推進 

●ワーク・ライフ・バラ

ンスを生み出す環境

づくりの推進 

 

（子ども家庭課） 

（男女共同参画課） 

（保育課） 

（生涯学習課） 

●産後ケアの充実 

◆産後うつの疑いのある母親の早期発見と状況に応じたケア制度の構築 

⇒産後ケア事業に係る実施機関との協議調整 

４月～宇都宮市産婦人科医会等との協議調整（産婦検診における産後うつ検査実施手法等について） 

６月 栃木県産婦人科医会役員会への説明（県内産科医療機関における産後うつ検査実施について）   

９月 実施機関との契約締結 

 子育て世代包括支援センター説明会，第２回医療機関等説明会開催 

産婦健診助成券発送及び事業周知パンフレットの送付【約３，０００人 対象】 

市ホームページによる周知 

１０月 産婦健康診査における「エジンバラ産後うつ検査」の開始 

    産後ケア事業と産後サポート事業の開始 

    第１回産後ケア等専門員会議の開催（事例検討や支援体制について） 

    広報紙，ミヤラジ等による周知 

●子ども・子育て支援の着実な推進 

◆保育施設の施設整備や定員の弾力化による保育サービス供給量の確保と保育士の着実な確保 

⇒供給量の確保に係る施設整備 

４月～ 民間施設への供給量確保の協力依頼 

５月～ 施設整備の事業者選定【目標９９０人分：８３９人分確保済】(１０月末現在) 

９月  施設整備の事業者公募 

⇒保育士等の確保・育成に係る取組の実施 

４月～ 指定保育士養成校への求人情報提供等 

７月 ショッピングモールにおける求人情報の提供など 保育士確保 PR（相談件数：２７件） 

潜在保育士掘り起しチラシ自治会回覧，保育のお仕事就職フェアの実施 

【マッチングによる市内就職者１９名（４～９月）】 

８月 高校生等対象：市内の保育施設で保育体験の実施【私立保育所１０施設，参加者:４６名】 

   宮っこフェスタにて保育士確保に関するブース出展【ブース来場者１１３名，相談者９名】 

⇒子ども・子育て支援事業計画の見直し 

５月  子ども・子育て支援に係るニーズ調査の実施 

８月～ 調査結果速報値による事業計画見直しの方向性に係る検討 

 

◆子どもの家等事業の供給体制の確保と運営支援の強化 

⇒事業実施場所の確保 

４月～新たに確保した事業実施場所の運営開始（宝木小ほか９校） 

６月～平成３０年度利用希望調査実施，子どもの家等指導員の実態調査 

９月～今泉小，岡本西小子どもの家独立棟整備着手 
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⇒運営支援の強化 

４月～子どもの家等保護者負担金助成制度創設（非課税世帯等向け）  

[助成制度認定児童数４３０名（１０月末時点）] 

８月 子どもの家連合会と運営に係る意見交換会 

●ワーク・ライフ・バランスを生み出す環境づくりの推進 

⇒ワーク・ライフ・バランス推進コンサルタント派遣事業の実施 

８月～ コンサルティング（５事業者）開始 

⇒男女共同参画推進事業者表彰(きらり大賞)の実施  

５～７月 事業者募集 

８月 審査委員会の開催（表彰候補者の決定：３社） 

⇒市内事業所の経営者等を対象とした「働き方マネジメントセミナー」の実施 

７～１０月 イクボス講演会（全１回：参加者３５名），各種セミナーの開催 

【経営者・管理職向け全１回 参加者１７人，一般社員向け連続講座全３回 参加者１９人， 

女性社員向け連続講座全３回 参加者１４人】 

４ 

地域の安全対策の推進 

●空き家等対策の推進 

●高齢者の交通安全対

策の推進 

 

（生活安心課） 

（住宅課） 

 

●空き家等対策の推進 

◆官民連携による空き家対策の着実な推進 

⇒官民連携組織による事業の推進 

４月 官民連携組織（宇都宮空き家会議）の設立 

４月～空き家等所有者の相談内容に応じた協力事業者の紹介等を実施（相談件数６６件） 

６月～空き家セミナーの開催（６月：姿川地区 １０月：御幸が原地区） 

８月 空き家会議の広報誌「空き家会議通信」を発行（空き家利活用について） 

１０月  国において民間賃貸空き家を活用した新たな住宅セーフティネット制度の運用開始 

  

◆適正な行政処分の実施 

⇒行政処分の実施に向けた検討（空き家等対策審議会からの意見聴取等） 

４月 空き家等対策計画の策定 

４月～管理不全な状態等にある空き家等所有者に対し指導等実施（空き家１２７件，空き地１４４件）  

●高齢者の交通安全対策の推進 

◆高齢者の自転車安全利用教育の着実な推進 

⇒高齢者を対象とした体験型教室の開催 

４月～自転車シミュレーターを活用した交通安全教室や高齢者自転車免許制度講習会開催(１４回) 

 

◆高齢ドライバーの交通安全対策の強化 

⇒安全運転の推進に向けた取組の検討・実施 

７月～ 身体機能測定器を活用した交通安全教室の開催（２７回） 

７月  高齢ドライバーの交通事故防止について広報紙（特集）掲載 

８月～ 高齢ドライバー向け交通安全啓発パンフレットの配布（４８，０００部） 

５ 

溢水等被害対策の推進 

●溢水等対策事業 

●公共下水道（雨水幹

線）の整備 

 

（河川課） 

（道路保全課） 

（下水道建設課） 

 

●溢水等対策事業 

◆奈坪川流域における被害軽減対策の実施 

⇒石川（竹林町）における被害軽減対策の実施 

４月～ 石川調整池築造工事 

７月～ 透水性舗装工事 

●公共下水道（雨水幹線）の整備 

◆河川事業等関係機関との連携による効率的な整備 

⇒７月～河川事業等関係機関との協議（整備スケジュール等について） 

 

◆雨水幹線整備工事（奈坪川１号幹線，新川９号幹線，中丸川１号幹線）の円滑な推進 

⇒奈坪川１号幹線の整備 

４月～ 雨水幹線整備工事（平成３０年１２月完了予定） 

⇒中丸川１号幹線の整備 

７月  用地売買契約締結 

⇒新川９号幹線の整備 

９月～工事着工 
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Ⅱ 市民の学ぶ意欲と豊かなこころを育むために 

No 

項   目 

○進行管理対象内容 

（所管課） 

●平成２９年度の主な事業内容 

⇒平成２９年度事業内容の達成のための取組（１０月末現在） 

６ 

教育環境の充実 

●英語教育の強化 

●ＩＣＴ活用授業の推

進 

●学校施設の計画的な

整備・更新 

 

（教育企画課） 

（学校管理課） 

（学校教育課） 

（教育センター） 

●英語教育の強化 

 ◆ＡＬＴ（外国語指導助手）の確保と指導力向上 

⇒各地域学校園単位でのＡＬＴ配置と研修会の開催 

４月  ＡＬＴの各小中学校への配置【４月～３８人】 

４月～ ＡＬＴ対象の研修会の実施【２回】 

 

◆教員の指導力向上 

⇒教育センターにおける研修会の開催や校内研修へのリーダーＡＬＴの派遣による支援等 

４月～ 小学校教員対象の研修会の実施【４回 計１４８人参加】 

５月～ 小中相互乗り入れ授業による小学校教員の中学校英語授業参観 

７月  小学校校内研修へのリーダーＡＬＴの派遣【１２校】 

８月  中学校英語教員対象の宿泊研修会の実施【１回 ２５人参加】 

●ＩＣＴ活用授業の推進 

◆タブレット型ＰＣや教育用ネットワークなどのＩＣＴの活用促進 

⇒タブレット型ＰＣ活用促進の方策の充実 

４月～ タブレット型ＰＣ活用促進のためのウェブサイトの充実 

（活用マニュアルや実践事例の追加など） 

６月～ タブレット型ＰＣの活用に係る校内研修の実施【平成２８年度導入校１３校対象】 

６月～ タブレット活用研究チームによるプロジェクト会議の開催（算数・数学・体育における

タブレット活用に関する研究について） 

 

 ◆教員のＩＣＴ活用指導力の向上 

⇒教育センターにおける研修会の開催や学校訪問による学校支援の実施 

６月～ ＩＣＴ機器の活用に係る教職員研修会の実施【１０回 ３４９人参加】 

６月～ 学校訪問等による教職員へのＩＣＴ活用支援 

    （研究授業の参観と指導助言【２校，４回実施】 

●学校施設の計画的な整備・更新 

◆テクノポリスセンター地区新設小学校の着実な整備 

⇒基本設計・校舎実施設計の実施，開校に向けた準備 

５月 地域・保護者説明会の開催（設計状況・今後の事業の進め方等について） 

６月 清原地区開校準備委員会（地域・保護者等の代表者から構成）の設置 

第 1回清原地区開校準備委員会の開催（基本設計，開校準備業務について） 

８月 第 2回清原地区開校準備委員会の開催（基本設計，開校スケジュール等について） 

 

◆学校施設コンクリートコア抜き調査実施 

⇒学校施設の老朽化対策の計画的推進 

７月～ コンクリートコア抜き調査（２１校） 

７ 

体育施設の整備充実 

●北西部地域への体育

施設整備に向けた方

針の策定 

 

（スポーツ振興課） 

●北西部地域への体育施設整備に向けた方針の策定 

⇒北西部地域への体育施設整備に係る基礎調査 

５月 「北西部地域への体育施設整備に係る基礎調査等支援業務」の委託 

６月 北西部地域住民アンケートの実施（～７月） 

８月 競技団体等関係者ヒアリング実施（～１０月） 

９月～北西部地域代表者との意見交換会の開催（２回） 
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Ⅲ 市民の快適な暮らしを支えるために 

No 

項   目 

○進行管理対象内容 

（所管課） 

●平成２９年度の主な事業内容 

⇒平成２９年度事業内容の達成のための取組（１０月末現在） 

８ 

廃棄物処理施設の整備推

進 

●新中間処理施設（仮称）

新北清掃センターの整

備推進 

●新最終処分場（仮称）

第２エコパークの整備

推進 

 

（廃棄物処理施設整備室） 

●新中間処理施設（仮称）新北清掃センターの整備推進 

◆計画的かつ円滑な施設整備の推進 

⇒ 建設工事の実施と市民に対する進捗状況報告 

４月～ 実施設計（平成２８年１０月～） 

１０月～ 建設工事 

 

●新最終処分場（仮称）第２エコパークの整備推進 

◆計画的かつ円滑な施設整備の推進 

⇒ 建設工事の実施と市民に対する進捗状況報告 

４月～ 取付道路建設工事（平成２９年１月～） 

本体施設実施設計 
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Ⅳ 市民の豊かな暮らしを支える活気と活力のある社会を築くために 

No 

項   目 

○進行管理対象内容 

（所管課） 

●平成２９年度の主な事業内容 

⇒平成２９年度事業内容の達成のための取組（１０月末現在） 

９ 

持続的な産業振興の推進 

●雇用就労の促進 

●中央卸売市場の再整備

に向けた関係者との協

議・調整 

 

（商工振興課） 

（中央卸売市場） 

●雇用就労の促進 

 ◆若者や女性などに対する雇用・就労支援の充実 

⇒若年者雇用・女性再就職マッチング事業の実施 

 ５月～マッチング事業の実施 

【第１回～９月参加者 若年７人，女性１０人（うち就職人数 若年３人，女性４人）】    

   【第２回～１月参加者 若年９人，女性１７人】   

⇒事業者向け助成金活用セミナーの開催 

 ７月～【第１回 ２６社２８人参加 

１０月 【第２回 ３５社３６人参加】 

⇒高等学校等と企業との人材情報交換会の開催 

 ４月～ 関係高校等への事業説明 

 ８月～ 第１回参加企業・高校等募集 

１０月  第１回情報交換会開催【１６校 ３０社参加】 

●中央卸売市場の再整備に向けた関係者との協議・調整 

⇒市場法の見直しに係る国の動向についての情報収集 

 ７月 農林水産省との意見交換 

⇒市場内業者との意見交換 

 ８月 関連事業者との意見交換会開催 

⇒民間活力の活用に係る調査検討の実施 

１０月 「宇都宮市中央卸売市場再整備に伴うＰＦＩ等導入可能性調査」の実施（委託） 

    「中央卸売市場関連エリア整備に係る基礎調査」の実施（委託） 

10 

東京圏からの移住・定住の

促進 

●企業立地・定着の促進 

●ＵＪＩターン就職・起

業促進 

●東京圏における情報発

信活動の強化 

 

（政策審議室） 

（広報広聴課） 

（産業政策課） 

（商工振興課） 

 

●企業立地・定着の促進 

⇒企業立地促進事業用地の売却による企業誘致 

 ６月 テクノポリスセンター地区企業立地促進事業用地の売却 

(２区画・２.８ha・売払収入６４８，６７３千円) 

１０月 ・宇都宮工業団地企業立地促進事業用地の公募に向けて市土地開発公社から再取得 

    ・公募に向けた準備 

⇒東京圏等の企業を対象とした本社機能立地支援事業の実施 

 ４月 本社機能立地支援制度の創設 

 ９月 適用第１号の決定（㈱エクスモーション（東京都品川区）） 

●ＵＪＩターン就職・起業促進 

 ◆ＵＪＩターン就職に関する効果的な情報発信 

⇒ＵＪＩターン就職ガイドの配布・情報発信 

 ４月～東京圏の大学，各種就活イベント等での配布や市ホームページからの情報配信 

⇒ＵＪＩターン人材確保支援補助金によるインターンシップ受入れの支援 

 ５月～補助金を活用する登録事業者募集・認定【登録事業者：１３社】 

 ８月～学生へ登録事業者のインターンシップ情報を発信 

 ９月～受入れ支援の実施 

 

 ◆起業希望者に対する支援の充実 

⇒起業希望者交流・個別相談会の実施 

 ６月 起業希望者同士の交流と創業支援事業者との個別相談会開催【参加者３４名】 

 ７月 ＵＪＩターン起業促進補助金の採択【２件】 

 ８月 東京圏からのＵＪＩターン起業支援イベント（とちぎ暮らしセミナー）へのブース出展 

【１９名参加】 

１０月 主に大学生を対象とした起業家養成講座開講【参加者２９名】 

１０月  東京圏からの起業移住のための短期集中宿泊講座の開催【参加者１０名】 
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●東京圏における情報発信活動の強化 

◆情報発信ツールを活用した移住・定住の促進 

◆東京圏における移住希望者の掘り起こし 

⇒東京圏在住者（社会人，学生等）に対して，移住・定住に関する情報の発信 

４月・宇都宮市移住・定住相談窓口の設置【相談件数：２１名】 

・移住・定住パンフレットの配布(移住・定住交流ガーデンやふるさと回帰支援センター等) 

・東京圏メディアへの情報提供（随時） 

 （東京キー局番組製作者・雑誌編集者等へ本市の地域資源情報を提供） 

５月 就職情報誌を活用した情報発信(関東地区の大学・短大・専門学校約１，０００校に配布) 

８月 県主催の「とちぎ暮らしセミナー」への参加【２回，３２名参加】 

９月・北関東磐越５県（新潟・福島・茨城・栃木・群馬）合同移住相談会【約１００名参加】 

・きたかんマルシェにおける移住・定住ブースの設置 

11 

「農業王国うつのみや」の

推進 

●農業の生産力の向上 

●地域農業担い手の確

保・育成 

●農業の販売力の向上 

  

（農業企画課） 

（農林生産流通課） 

●農業の生産力の向上 

 ◆ゆうだい２１等の新たな作物の販路確保，生産技術の習得 

⇒ゆうだい２１，西洋野菜等の生産振興の取組 

 ４月～西洋野菜に関する検討会・市場調査の実施（作付け品目，物流体制等） 

 ７月～ゆうだい２１推進協議会の現地検討会に参加 

 

 ◆夏秋いちごの新規参入者の受入れ体制の構築 

⇒夏秋いちご生産拡大のための参入者確保の取組 

 ４月 県いちご研究所と既生産者圃場研修実施【新規参入希望者２者参加】 

 ６月 夏秋いちご産地協議会開催，産地化取組方針の策定 

 ８月 生産技術向上のための他産地視察研修の実施 

１０月 イベントでの夏秋いちごＰＲの実施 

    「うつのみやマルシェ（東武百貨店）」 

    「うつのみや地産地消マルシェ（南図書館）」 

 

 ◆農地利用の集積・集約化の推進 

⇒農地利用の集積・集約化を図るための取組 

５月 「人・農地プラン」重点支援地区の選定【上石那田・上組（下田原）・針ヶ谷】 

７月～「人・農地プラン」に係る地域会合を市内６地区で開催 

●地域農業担い手の確保・育成 

 ◆市外からの農業参入者の確保 

⇒市外からの農業参入者を確保・育成するための取組 

 ４月 公社による農業インターンシップ制度， 夏秋いちご認定就農研修制度の開始 

 ７月 新・農業人フェア（東京）への出展 

８月～移住希望者対象の相談会（東京）への出展 

１０月 農コンの開催【男１８名女１９名参加，６組カップル成立】 

 

 ◆集落営農の組織化・法人化の促進 

⇒地域における集落営農の組織化・法人化に向けた検討支援 

 ４月 県・ＪＡ・農業委員会・公社による集落営農サポートチームの設置 

 ４月～集落営農検討会への参加 【上石那田地区など市内９地区における（計１９回）】 

 ７月～「人・農地プラン」に係る地域会合を市内６地区で開催 

 

 ◆関係機関と連携した企業参入の促進 

⇒企業参入を促進するための取組 

 ４月～県，市公社等関係機関と連携し，農業参入を希望する企業の営農計画の作成や農地の確保

を支援 

●農業の販売力の向上 

 ◆沖縄における新たな農産物の販路拡大 

⇒販路拡大に向けた取組 

 ４月～農産物輸出コーディネーター制度の運用開始 

 ６月 販路拡大に意欲ある農業者向けに，販路拡大セミナーを実施 

 ７月～販路拡大ミーティングを実施 

 ７月～リゾートホテルにおいて大谷夏いちごの市長トップセールスを実施し，新たな取引開始 

 

 ◆農産物ブランドの強化 

⇒ブランド強化に向けた取組 

 ４月～学識経験者やＪＡとの意見交換(ブランド農産物の整理など，ブランド力強化について) 
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12 

戦略的な観光事業の推進 

 

（観光交流課） 

（都市魅力創造課） 

◆本市ならではの魅力を活かした国内外からの誘客促進 

⇒インバウンド推進のための海外でのプロモーションの実施及びＤＣを見据えた官民連携による

観光資源の磨き上げ 

 ４月～ 海外プロモーション事業実施 

 ４～６月 プレＤＣの実施 

 ６月 「日本の観光・物産博」（台北駅）への出展 

 ６月～「本物の出会い 栃木」観光キャラバン等への参加 

 ８月 ＤＣ受入体制推進事業補助金及び外国人観光客受入体制整備事業補助金の創設 

１０月 「本物の出会い 栃木」ＤＣ実行委員会への参加（県や県内市町と情報共有・協議） 

 

 ◆大規模スポーツイベントを活用した賑わいの創出 

⇒３×３，ジャパンカップサイクルロードレースの実施 

 ７月・３×３プレミアドットエグゼ(国内トップリーグ)の開催【来場者数：３９，２０３人】 

   ・２０１７FIBA ３×３ワールドツアーうつのみやマスターズ(国際大会)の開催 

【来場者数６１，０２１人】 

１０月・ジャパンカップクリテリウムの開催【来場者数：４万８千人】 

   ・ジャパンカップサイクルロードレースの開催【来場者数：７万人】 

    関連イベント：ミュージアムの開設やサイクルフェスタ試乗会・キックバイク大会の開催，

ジャパンカップトレインの運行などを実施 

13 

大谷の地域資源を活かした

産業・観光・歴史文化の振

興 

●地域資源を活かした産

業振興 

●大谷観光の推進 

●大谷石に関する歴史文

化資源の保存活用の推

進 

 

（観光交流課） 

（都市魅力創造課） 

（農業企画課） 

（農林生産流通課） 

（文化課） 

 

●地域資源を活かした産業振興 

 ◆冷熱エネルギー活用事業の具体化 

⇒大谷地域冷熱エネルギー活用促進 

４月～冷熱エネルギー活用の本格的展開に向けた開発エリア及び最適活用方策の検討 

⇒地域エネルギーの供給・管理体制の構築に向けた支援 

１０月 民間事業者が地域エネルギー供給会社を設立 

●大谷観光の推進 

 ◆地域の特性を活かした多様な資源の効果的な活用 

⇒宇都宮市大谷周辺地域における地域資源フル活用方策の検討 

 ６月～地域資源を活用した観光関連事業メニューの整理や，民間事業者の誘導方策の検討 

 ９月～屋外アクティビティの商品化に向けた実証調査 

●大谷石に関する歴史文化資源の保存活用の推進 

◆日本遺産認定申請に向けた取組 

⇒「歴史文化基本構想」の策定及び「日本遺産」の申請 

４月～「歴史文化基本構想策定懇談会」の開催（委員１１人：３回開催） 

６月～日本遺産申請に係る文化庁との事前協議（４回協議） 
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Ⅴ 都市のさまざまな活動を支える都市基盤の機能と質を高めるために 

No 

項   目 

○進行管理対象内容 

（所管課） 

●平成２９年度の主な事業内容 

⇒平成２９年度事業内容の達成のための取組（１０月末現在） 

  地域拠点の形成 

14 

市街化区域・市街化調整区

域における土地利用の適

正化の推進 

●立地適正化計画の策

定 

●市街化調整区域にお

ける土地利用方針の

策定 

 

（市街地整備課） 

（都市計画課） 

●立地適正化計画の策定 

◆都市機能誘導策の推進 

◆居住誘導に向けた計画素案の作成（誘導区域，誘導策の検討） 

◆居住や都市機能の立地誘導に向けた市民理解の促進 

⇒居住や都市機能の適正な立地誘導に向けた「立地適正化計画」の策定 

４月～ 関係団体等に対する都市機能誘導策の周知（栃木県建築士会など３０団体） 

５月～国との意見交換（居住誘導区域の設定の考え方について） 

７月 都市計画審議会からの意見聴取（居住誘導区域の設定の考え方等について） 

８月 議員説明会の実施 

９月～地区別説明会の実施【３５地区実施・参加者数８９７名】 

●市街化調整区域における土地利用方針の策定 

◆地域拠点を中心とした郊外部の持続性を高める土地利用に向けた市民理解の促進 

◆開発許可基準等の見直し，支援制度の構築 

⇒「市街化調整区域の整備及び保全の方針」改定 

７月 都市計画審議会からの意見聴取 

８月 議員説明会の実施 

９月～地区別説明会の実施【３５地区実施済・参加者数８９７名】 

  都市拠点の形成 

 

15 

中心市街地活性化の

推進 

 

（地域政策室） 

◆官民一体となった中心市街地活性化に資する効果的な施策事業の推進 

⇒第２期宇都宮市中心市街地活性化基本計画に基づく活性化事業の推進 

４月～「公共空間を活用した賑わい創出事業（オープンカフェ）」の本格実施 

【１０月末現在 １８店舗】 

７月 中心市街地活性化協議会の開催（計画の進捗状況の報告・評価，推進に係る意見聴取） 

９月 中心市街地活性化協議会による「宇都宮街なか元気プロジェクト」の募集 

⇒地方創生推進交付金を活用した街なかの新たな賑わいづくりによる地域創生事業の実施 

４月 「かまがわ川床桜まつり」の開催,オープンカフェの本格実施 

６月～賑わい効果測定に係る大学との共同研究の実施 

 

◆中心市街地における土地の効果的な利活用策の構築に向けた整理 

⇒利活用に向けた地権者等への意識醸成，利活用事業の検討 

６月～地権者ヒアリングの実施 

７月  基礎調査結果の関係機関への情報提供 

８月  地元商店街等へのヒアリングの実施 

16 

ＪＲ宇都宮駅西口周

辺地区の整備推進 

 

（市街地整備課） 

（交通政策課） 

◆整備計画の検討に向けた県など関係機関との協議調整 

⇒整備基本計画策定に向けた検討調査 

４月～県など関係機関との協議 

８月～ＬＲＴのＪＲ宇都宮駅西側整備の検討と連携し，駅前広場の交通基盤施設等について検討 

 

◆民間活力を活かした駅前広場との一体的な北地区の整備推進  

⇒整備計画構想の検討 

４月～県など関係機関との協議 

８月～土地利用案の検討 

 

◆ＪＲ宇都宮駅駅前地区の再開発事業の推進 

⇒ＪＲ宇都宮駅西口地区まちづくり協議会に対する活動支援 

４月～専門知識を有するコンサルタントを，協議会に派遣 

協議会役員会(毎月１回)，総会(７月)実施 

７月 協議会と学生によるまちづくり意見交換会 

１０月 学生が協議会に対しまちづくり提案を実施 

17 

ＪＲ宇都宮駅東口地区整

備事業 

 

（地域政策室） 

◆整備方針の策定など事業化の推進 

⇒事業化の推進 

４～９月 コンベンション施設の条件について，民間事業者と意見交換を実施 

１０月～ 事業者募集に向けた整備方針等の検討 
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18 

公共交通ネットワークの

充実 

●ＪＲ宇都宮駅東側に

おけるバスネットワ

ークの再編 

●ＪＲ宇都宮駅西側に

おけるバスネットワ

ークの再編 

●地域内交通の確保・

充実 

●交通ＩＣカードの導

入 

 

（交通政策課） 

（ＬＲＴ整備室） 

●ＪＲ宇都宮駅東側におけるバスネットワークの再編 

 ◆バスネットワーク再編案についてのバス事業者との合意形成 

⇒再編後のバス路線の詳細についての検討 

６月 再編素案に係る「バスネットワーク再編・利便化に関する連絡調整会」における協議 

７月 再編素案の公表 

７月～再編素案に係るバス事業者との個別協議 

９月～再編素案に係る地区別説明会の実施【３５地区，８９７人】 

 

◆再編後のバスネットワークの利用促進策の検討 

⇒乗り継ぎ割引などの利用促進策の検討 

８月～運賃割引の制度内容の検討 

●ＪＲ宇都宮駅西側におけるバスネットワークの再編 

 ◆ＬＲＴ導入後の公共交通ネットワークイメージの具体化 

⇒ＬＲＴ導入後の公共交通ネットワークイメージを基にした再編後のバス路線についての検討 

６月 公共交通ネットワークイメージに係る「バスネットワーク再編・利便化に関する連絡調整

会」における協議 

７月 公共交通ネットワークのイメージの公表 

９月～公共交通ネットワークイメージに係る地区別説明会の実施【３５地区，８９７人】 

●地域内交通の確保・充実 

◆郊外部における地域内交通の導入と持続的な運行 

⇒導入に向けた地域の取組支援 

【未導入地区】（姿川地区） 

８月「姿川地区地域内交通運営委員会」設立 

【一部未導入地区】（清原・城山・雀宮地区） 

６月 清原南部地区において試験運行開始 

７月 雀宮地区における運行エリアの拡大 

９月 「城山地区地域内交通運営協議会」設立 

⇒利便性向上に向けた取組 

６月 地域公共交通会議の開催（目的施設追加） 

６月～バスと地域内交通の連携強化に関する地域運営組織等との意見交換の実施 

１０月 衆議院選挙投票日に合わせた臨時運行（全地区） 

 

◆市街地部における生活交通の確保 

⇒導入に向けた地域の取組支援 

６月～勉強会の開催（陽東地区，峰地区） 

６月～石井地区において運行計画（案）の検討 

●交通ＩＣカードの導入 

◆全国相互利用カードの片利用に向けた関係機関との協議・調整 

⇒交通ＩＣカードのサービス内容・運用の検討，交通事業者等との協議・調整 

４月～片利用実現に向けた交通事業者等との協議，ＬＲＴの運賃収受方法の検討 

 

◆交通ＩＣカードの利活用策の検討・環境の整備 

 ⇒行政サービスの連携方策の検討や関係機関との調整 

４月～行政サービスとの連携方策の検討 

※Ｈ３０～ システム開発予定 

19 

「自転車のまち宇都宮」の

推進（自転車利用・活用の

促進） 

 

（道路建設課） 

 

◆安全性の高い自転車走行空間の整備 

⇒ 道路状況に応じた「自転車専用通行帯」や「矢羽根」型路面表示を活用した整備 

４月～  道路管理者や交通管理者との協議・調整 

５～７月 奥州街道（市道６１１０号線）など１２路線の整備完了 延長 約１４．３km 

 

◆サイクリングロードの着実な整備 

⇒ 山田川サイクリングロードの整備 

４月～河川管理者や交通管理者，地元住民との協議・調整 供用開始 整備延長 約０．９ｋｍ 

１０月 北伸区間（逆面大橋～国道２９３号）の調査実施 

 

◆中心市街地やバス停などの交通結節点における駐輪環境の充実 

⇒ 中心市街地における小規模駐輪施設設置の検討 

１０月～ 中心市街地における自転車利用実態調査実施 

⇒ サイクルアンドバスライド用駐輪場の整備 

８月～道路管理者や交通管理者，バス事業者，民間事業者との協議・調整 
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20 

ＬＲＴ整備の推進 

●ＬＲＴ整備に向けた

取組の着実な実施 

●ＬＲＴ事業に関する

市民理解の促進 

●ＬＲＴ利活用策の検

討 

●ＪＲ宇都宮駅西側整

備の検討 

 

（ＬＲＴ整備室） 

（政策審議室） 

（地域政策室） 

（交通政策課） 

（建設用地室） 

（都市計画課） 

（市街地整備課） 

●ＬＲＴ整備に向けた取組の着実な実施【駅東側】 

 ◆ＬＲＴ整備に向けた法定手続きと関係機関との協議調整 

 ◆ＬＲＴ整備の着実な推進 

⇒法定手続きと関係機関との協議・調整 

４月～ＬＲＴ整備に向けた関係機関との協議・調整 

７月 ＬＲＴ事業スケジュールの見直し【開業予定：３１年１２月 ⇒ ３４年３月】 

８月 工事施行認可の申請（１０月：県から国へ進達） 

※１１月 都市計画事業認可の申請 

●ＬＲＴ事業に関する市民理解の促進 

 ◆市民と一体となった協働広報の推進 

⇒市民への関心喚起 

６月～ 県内主要メディアによる発信 

⇒継続的な情報発信 

４月～市政広報ツールによる発信 

６月～パブリシティの獲得 

８月～専用ホームページの開設 

⇒双方向の取組 

４月～移動型オープンハウスの実施【１２箇所】 

８月～常設型の情報発信拠点「交通未来都市うつのみやオープンスクエア」（場所：ベルモール）

の設置 ≪実績（１０月末現在）≫ 

来場者１５，８７０人（１日平均：平日１６９人／日，休日４２１人／日）に達し，事

業推進への理解が着実に深まっていると認識。 

⇒市民との協働の取組 

６月～ 産学と連携した事業ＰＲの実施 

 出前講座の積極的な周知・実施 

８月～ 市民応援団「ｔｅａｍ ＮＥＸＴ」の設立，募集 

９月～ 関係課や地域などと連携した説明会の開催【３５地区，８９７人】（１０月末現在） 

●ＬＲＴ利活用策の検討 

 ◆ＬＲＴの利用促進とトランジットセンター周辺における土地利用の検討 

●ＪＲ宇都宮駅西側整備の検討 

 ◆ＬＲＴの整備区間の検討 

⇒整備区間や手法，事業期間の検討 

◆ＬＲＴ導入後の大通りの交通処理などの検討 

⇒ＬＲＴ導入後の将来交通量の推計，交通処理の検討 

◆トランジットセンターの検討 

⇒導入機能や規模の整理，施設概要案の作成 

６月～整備区間や手法，事業期間の検討 

７月 大通り通過自動車交通量の把握 

８月～導入空間・停留場配置の検討，大通り通過自動車交通量の分析，交通処理検討への反映 

９月～トランジットセンターの導入機能や規模の整理，施設概要案の作成 

１０月～ＬＲＴとバスの利用に係る需要予測の実施 

21 

（仮称）大谷スマート IC

の整備 

●スマートＩＣの整備 

●周辺道路整備  

 

（道路建設課） 

●スマートＩＣの整備 

◆関係機関と連携した整備の推進 

⇒ 道路線形の確定に向けた協議・調整 

４月～ 関係機関と連携した道路詳細設計の実施 

 

◆地域住民に対する理解促進・合意形成 

⇒ 整備内容等について地域住民への説明を実施 

４月～意見交換等の実施 

●周辺道路整備 

◆整備の推進 

⇒ 市道８６３号線（宇都宮環状線交差部付近）の用地取得の推進 

４月～測量調査 

８月～用地境界立会いの実施 
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Ⅵ 持続的発展が可能な都市の自治基盤を確立するために 

No 

項   目 

○進行管理対象内容 

（所管課） 

●平成２９年度の主な事業内容 

⇒平成２９年度事業内容の達成のための取組（１０月末現在） 

22 

市民協働の推進 

（仮称）地域貢献活動ポ

イント事業の構築 

 

（みんなでまちづくり課） 

◆平成３０年度の実施に向けた分かりやすく参加しやすいポイント事業の構築 

⇒制度手法等に係る検討・調整 

４月～ボランティアの対象活動範囲などの事業スキームや，既存事業との整合などについて検討 

 

 


